
 

 

 

                     平成３１年度下呂市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 平成３１年度下呂市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 給水件数                      13,300 件 

  (2) 総給水量                     4,620,000   

  (3) 一日平均給水量                              12,657   

 (4) 主要な建設改良事業費                    185,807 千円 

 

（収益的収入及び支出）         

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収   入 

 第１款 水道事業収益                              841,172 千円 

  第１項 営 業 収 益                        609,511 千円 

  第２項 営業外収益                               231,661 千円 

支   出 

  第１款 水道事業費用                             1,164,727 千円 

  第１項 営 業 費 用                                  1,054,252 千円 

第２項 営業外費用                                91,446 千円 

第３項 特別損失                    3,629 千円 

第４項 予 備 費                                15,400 千円 

議第７０号 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 401,420 千円は、当年度及

び過年度の損益勘定留保資金 378,402 千円及び消費税資本的収支調整額 23,018 千円で補てんするものとする。）。 

 

収   入 

 第１款 資本的収入                   193,181 千円 

  第１項 企 業 債                  31,800 千円 

  第２項 負 担 金                       160,085 千円 

    第５項 分 担 金                   1,296 千円 

支   出 

  第１款 資本的支出                   594,601 千円 

第１項 建設改良費                  256,363 千円 

第２項 企業債償還金                 337,844 千円 

第３項 基金積立金                    394 千円 

 

 （特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務はそれぞれ 443,877 千円 

及び 116,000 千円と定める。 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を次のとおりと定める。 

事     項 期     間 限  度  額 

水道施設運転管理等業務 平成３２年度から平成３３年度まで ３７３，８２４千円 

積算システム保守管理業務 平成３２年度から平成３４年度まで １２，５４０千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

   

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

 

 

施設整備工事（簡易水道） 

 

 

 

３１，８００千円 

 

 

証 書 借 入 

又は 

証 券 発 行 

 

４．０％以内 

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる資金

について、利率の見直

しを行った後において

は、当該見直し後の利

率） 

 政府資金については、その融

資条件により、銀行その他の場

合にはその債権者と協定するも

のによる。ただし、市財政の都

合により据置期間及び償還期限

を短縮し、または繰上償還もし

くは低利に借換えすることがで

きる。 

 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、200,000 千円と定める。 

 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1)  消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 (1) 職員給与費               73,678 千円 

 (2) 報酬                         216 千円 

 

 

（たな卸資産の購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、10,000 千円と定める。 

 

 

  平成３１年２月２５日提出 

                            下呂市長  服 部 秀 洋 
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（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

１．水道事業収益 841,172

１．営 業 収 益 609,511

１． 給 水 収 益 608,843

２． その他営業収益 668

２．営業外収益 231,661

１． 受 取 利 息 1,610

２． 長期前受金戻入 191,747

７． 雑 収 益 9,237

10. 一般会計負担金 29,067

収益的収入及び支出

平成31年度　下呂市水道事業会計予算実施計画

収　　　　　　　　入
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（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1．水道事業費用 1,164,727

１．営 業 費 用 1,054,252

１． 原水及び浄水費 251,026

２． 配水及び給水費 44,361

３． 総 係 費 163,663

４． 減 価 償 却 費 594,852

５． 資 産 減 耗 費 350

２．営業外費用 91,446

１． 支 払 利 息 72,049

２. 消 費 税 19,197

３. 雑 支 出 200

３．特 別 損 失 3,629

３． 過年度損益修正損 200

４． そ の 他 特 別 損 失 3,429

４．予   備   費 15,400

１． 予 備 費 15,400

支　　　　　　　　出
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（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1．資本的収入 193,181

１．企　　業　　債　 31,800

１． 企業債 31,800

２．負    担    金 160,085

１． 負 担 金 160,085

５．分    担    金 1,296

１． 分 担 金 1,296

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1．資本的支出 594,601

１．建設改良費 256,363

１． 改 良 費 255,089

２． 固定資産購入費 1,274

２．企業債償還金 337,844

１． 企 業 債 償 還 金 337,844

3．基金積立金 394

１． 基 金 積 立 金 394

支　　　　　　　　出

資本的収入及び支出

収　　　　　　　　入
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１．特　別　職

期末手当 寒冷地 その他
（千円） 手　当 の手当

年間支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

その他の
特別職

計 12 216 216 216

前年度
その他の
特別職

計 12 72 72 72

比 較
その他の
特別職

計 0 144 144 144

144 144

議　員

0 144

72 72

長　等

12 72

議　員

216 216

長　等

12 216

議　員

調整手当 共済費 備　　　考

長　等

計 合   計

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給 与 費

区 分 職員数 報  酬 給  料
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２．一　般　職

　（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

　

5 0 22,694 13,926 36,620 6,915

4 0 15,230 9,500 24,730 4,384

0 37,924 23,426 61,350 11,299 1,029

給 与 費

本 年 度

前 年 度

比 較

職 員 数 合　　　計
備考

9

法定福利費
法定福利費
引　当　金
繰　入　額

395 29,509

634

73,678

44,169

時 間 外 管理職

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務 単身赴任 及 び 休 夜間勤務 特別勤務 宿 日 直 管 理 職 期末手当 勤勉手当 賞　与 児童手当 その他

区　　分 手　　当 手　　当 日 勤 務 手　　当 手　　当 手    当 手    当 引当金

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

の 内 訳

1,572

前 年 度

比 較

本 年 度 0 1,168 0 0 2,000 0 0 0 1,383 6,257 4,724 5,302 1,020 0

576 0 341 0 0 1,000 0 0 0 776 2,530 1,910 2,067 300 0

996 0 827 0 0 1,000 0 0 0

※賞与引当金の目的使用による取崩について
　　当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当を支給するため、賞与引当金2,235千円を取り崩す。

607 3,727 2,814 3,235 720 0
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

給 料 22,694 給与改定に伴う増減分 51 給与改定の状況（平成30年４月１日） 51 千円

22694

実施時期 H30.4.1

普通昇給に伴う増加分 431 平均昇給率 431 千円

その他の増減分 22,212 給与減額支給措置の終了による増 職員数の異動状況 5人
791 千円 　他会計へ異動 -1人

会計間異動による増 　他会計から異動 6人
21,953 千円

その他による増減
-532 千円

平　均
昇給率

1.013

給料表
改定率

1.002

実　質
改定率

1.002

区　分 行政職

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考

区　分 行政職
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増 減 額
（千円） （千円）

職 員 13,926 その他の増減分 160 勤勉手当支給月数の改正 160 千円

手 当 13926

その他の増減分 13,766 給与減額支給措置の終了による増 68 千円

管理職手当 68 千円

会計間異動による増 13,451 千円

扶養手当 1,014 千円

通勤手当 707 千円

時間外手当 1,000 千円

管理職手当 539 千円

期末手当 3,667 千円

勤勉手当 2,718 千円

児童手当 720 千円

賞与引当金繰入額 3,086 千円

その他による増減 247 千円

扶養手当 -18 千円

通勤手当 120 千円

期末手当 60 千円

勤勉手当 -64 千円

賞与引当金繰入額 149 千円

区　分 H30年度 H31年度

支給月数 1.80 1.85

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア．職員１人当たり給与

行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職

平 均 給 料 月 額 （円） 351,148

平成３１年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 （円） 389,324

平 均 年 齢 （歳） 46.07

平 均 給 料 月 額 （円） 323,980

平成３０年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 （円） 360,334

平 均 年 齢 （歳） 43.06

　　　　（注）平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、時間外手当、宿日直手当及び児童手当等を除いたものである。

区 分
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　　イ．初　任　給

行政職 行政職 医療職 医療職 医療職 行政職 行政職 医療職 医療職 医療職

（一） （二） （一） （二） （三） （一） （二） （一） （二） （三）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

332,400 209,000 332,400 209,000

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

180,700 186,900 210,900 180,700 186,900 210,900

薬剤師 保健師 薬剤師 保健師

175,700 198,800 175,700 198,800

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

平成３１年４月１日現在 161,300 164,700 190,500 161,300 164,700 190,500

栄養士 看護師 栄養士 看護師

148,600 146,000 174,600 148,600 146,000 174,600

准看護師 准看護師

138,000 163,000 138,000 163,000

准看護師 准看護師

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

331,100 207,800 331,100 207,800

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

179,200 185,400 209,200 179,200 185,400 209,200

薬剤師 保健師 薬剤師 保健師

174,200 197,100 174,200 197,100

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

平成３０年４月１日現在 159,800 163,200 188,800 159,800 163,200 188,800

栄養士 看護師 栄養士 看護師

147,100 144,500 172,900 147,100 144,500 172,900

准看護師 准看護師

136,500 161,300 136,500 161,300

准看護師 准看護師

国 の 制 度

区 分

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年

高 校 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年
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　　ウ．級別職員数

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

１級 1 11.1 １級 １級

２級 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

平成３１年４月１日現在 ４級 3 33.3 ４級 ４級

５級 3 33.4 ５級

６級 1 11.1

７級 1 11.1

計 9 100.0 計 計

１級 1 25.0 １級 １級

２級 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

平成３０年４月１日現在 ４級 1 25.0 ４級 ４級

５級 1 25.0 ５級

６級

７級 1 25.0

計 4 100.0 計 計

区 分
行　　政　　職　（一） 行　　政　　職　（二） 医　　　療　　　職　
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　（級 別 基 準 職 務 表）

区　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

行 政 職 主事の職務 主任の職務

技能労務職

医療職（一） 技師の職務 医長の職務 部長の職務

医療職（二）

医療職（三）

部長の職務主査の職務 課長補佐の職務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

(1)著しく高度の
知識経験を必要
とする業務を行
う職務
(2)看護師長の職
務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

課長の職務

運転手、用務
員、調理員、看
護助手、観光施
設員、環境施設
員、清掃作業
員、学校図書員
及び体育施設員
の職務

主任運転手、主
任用務員、主任
調理員、主任看
護助手、主任観
光施設員、主任
環境施設員、主
任清掃作業員、
主任学校図書員
及び主任体育施
設の職務

高度の経験を積
んだ主任の職務

主査の職務

著しく高度の知
識経験を必要と
する業務を行う
職務

主任主査の職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

医療機関の副院
長(副所長を含
む。)の職務

医療機関の長の
職務

看護部長又は総
看護師長の職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

(1)薬局の長の職
務
(2)技師長の職務
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　　エ．昇給期間短縮

行政職（一） 行政職（二） 行政職（三）

9 9

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

4 4

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

区分 合　計
代表的な職種

本
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

前
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）
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　　オ．期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.225 2.225 4.450 有

前 年 度 2.125 2.275 4.400 有

国 の 制 度 2.225 2.225 4.450 有

　　キ．その他の手当

区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ

通 勤 手 当 一部異なる 　自動車等を使用することを常例とする職員の通勤距離及び支給額

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階・

職務の級等によ
る 加 算 措 置

備 考
６ 月（ 月 分 ） １２ 月（ 月 分 ） （ 月 分 ）

差 異 の 内 容

　カ．定年退職に係る退職手当

そ の 他 の

加 算 措 置 等

国 の 制 度

（支給率等）

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし
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平成31年度　下呂市水道事業会計に関する注記表
●重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
定額法を採用している。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおり。
建物　16～60年
構築物　５～60年
機械及び装置　６～20年
車両及び運搬具　４～５年
工具器具及び備品　５～15年

（２）無形固定資産
定額法を採用している。

２.重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３.引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上している。

（２）退職給付引当金
岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを公営企業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する
追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む）をすべて一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。

（３）賞与引当金、法定福利費引当金
職員の期末手当・勤勉手当、及びそれらに係る共済費の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

●セグメント情報に関する注記
１．下呂市水道事業では、水道事業及び簡易水道事業を運営していることから、水道事業及び簡易水道事業の２つを報告セグメントとしている。
　 各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

セグメント区分
水道事業
簡易水道事業 萩原、小坂、下呂(一部)、金山、馬瀬地区の各地域において水道水を供給する業務

簡易水道事業以外の地区において水道水を供給する業務
事業の内容

- 219 -



２．報告セグメントごとの営業収益等
当年度（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）

（単位　千円）

●その他の注記

１.賞与引当金の目的使用による取崩について
当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当及びそれに伴う法定福利費として9,495千円を支給するため、賞与引当金2,053千円、法定福利費引当金394千円を取り崩す。

2.下呂市簡易水道事業の会計統合
当年度より、下呂市簡易水道事業の資産、負債等をすべて引き継いで、財務諸表等を作成している。

セグメント負債

△ 417,650 △ 460,880
△ 267,230 △ 302,125

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産

321,533 562,188
739,183 1,023,068

　他会計繰入金
　減価償却費
　特別損失
　固定資産増加額

240,655
283,885

△ 43,230
△ 34,895
3,725,253

16,493

7,094,559 8,290,238
その他の項目

216,467 232,960

- 154,382 154,382
146,067 448,785 594,852

水道事業 簡易水道事業 合　計

- 3,629 3,629

9,846,047 13,571,300
1,195,679
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平成30年度　下呂市水道事業会計に関する注記表
●重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
定額法を採用している。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおり。
建物　16～60年
構築物　５～60年
機械及び装置　６～20年
車両及び運搬具　４～５年
工具器具及び備品　５～15年

（２）無形固定資産
定額法を採用している。

２.重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３.引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上している。

（２）退職給付引当金
岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを公営企業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する
追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む）をすべて一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。

（３）賞与引当金、法定福利費引当金
職員の期末手当・勤勉手当、及びそれらに係る共済費の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

●セグメント情報に関する注記
水道事業のみを運営しており、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

●その他の注記
賞与引当金の目的使用による取崩について

当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当及びそれに伴う法定福利費として3,669千円を支給するため、賞与引当金1,983千円、法定福利費引当金377千円を取り崩す。
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収　　　　入
本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

１．水 道 事 業 収 益 841,172 269,870 571,302
( 47,980) (18,301) ( 29,679)

１．営   業   収   益 609,511 247,084 362,427
( 47,323) (18,301) ( 29,022)

１．給    水    収    益 608,843 246,856 361,987 水 道 料 金 608,843 水道料金 262,076
( 47,323) ( 18,285) ( 29,038) 水道料金（簡易水道） 346,767

608,843
２．その他営業収益 668 228 440 手 数 料 668 検査手数料 72

( 0) (  16) (  △ 16) 給水開始手数料 146
検査手数料（簡易水道） 200
給水開始手数料（簡易水道） 240
給水装置工事事業者指定手数料（簡易水道） 10

668
２．営 業 外 収 益 231,661 22,786 208,875

( 657) ( 0 ) ( 657)
１．受    取    利    息 1,610 1,188 422 預 金 利 息 1,610 金融機関等預金利子 1,216

( 0) ( 0 ) ( 0) 簡易水道施設整備基金利子（簡易水道） 394
1,610

２．長期前受金戻入 191,747 21,371 170,376 国庫補助金 39,505 国庫補助金 16,409
( 0) ( 0 ) ( 0) 国庫補助金（簡易水道） 23,096

工事負担金 32,297 工事負担金 4,310
工事負担金（簡易水道） 27,987

受贈財産評価額 37,233 受贈財産評価額 345
受贈財産評価額（簡易水道） 36,888

県補助金 82,712 県補助金（簡易水道） 82,712
７．雑       収       益 9,237 227 9,010 そ の 他 雑 収 益 9,237 貯蔵品振替（量水器） 357

( 657) ( 0 ) ( 657) 量水器修理代 1
薬品売却代（給食センター）　委託先直売に 0
延滞金 1
その他 1
配水管移設補償費（簡易水道） 8,877

9,237
８．消 費 税 還 付 金 0 0 消 費 税 還 付 金 0 消費税還付金

( 0) ( 0 ) ( 0)
10.一般会計負担金 29,067 29,067 一般会計負担金 29,067 一般会計負担金（簡易水道） 29,067

( 0) ( 0 ) ( 0)

平成31年度　下呂市水道事業予算実施計画明細書

収益的収入及び支出
（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

計

計

計

計

（　　　）内は仮受消費税
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支　　　　出

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

１．水 道 事 業 費 用 1,164,727 292,464 872,263

　　 ( 31,451) ( 5,804 ) ( 25,647)

１．営   業   費   用 1,054,252 265,523 788,729

( 31,184) ( 5,804 ) ( 25,380)
１．原水及び浄水費 251,026 60,848 190,178 光 熱 水 費 118 下水道料金（簡易水道）　 118

( 20,757) ( 4,462) ( 16,295) 委 託 料 247,884 浄水場電気保安業務委託料 767
浄水場施設管理委託料 66,245
原水水質検査委託料 302
窒素リン検査委託料 16
膜ろ過薬品洗浄業務委託 1,815
ＥＳＰ業務委託 40
保守点検委託料（簡易水道） 1,069
施設業務委託料（簡易水道） 169,406
その他委託料（簡易水道） 8,224

計 247,884
手 数 料 87 検便手数料外 19

その他手数料 40
手数料（簡易水道） 28

計 87
賃 借 料 1,085 土地建物借上料（簡易水道） 1,085
修 繕 費 1,000 浄水場施設修繕 1,000
負 担 金 230 負担金（簡易水道） 230
保 険 料 612 浄水場機械設備損害保険・災害共済掛金 534

保険料（簡易水道） 75
保険料（小規模水道） 3

雑 費 10 雑費 10

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

（　　　）内は仮払消費税
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支　　　　出

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

２．配水及び給水費 44,361 13,706 30,655 賃 金 10 臨時人夫賃金 10
( 3,503) ( 845 ) ( 2,658) 旅 費 64 普通旅費 64

備 消 耗 品 費 1,277 備消耗品費 356
備消耗品費（簡易水道） 921

計 1,277
通 信 運 搬 費 18 携帯電話 18
委 託 料 34,201 漏水調査委託料 1,463

浄水水質検査委託料 338
管末毎日検査委託料 274
配水施設管理業務委託料 3,666
施設業務委託料（簡易水道） 14,665
その他業務委託料 13,795

計 34,201
手 数 料 431 水質検査手数料 55

その他 19
手数料（簡易水道） 357

計 431
賃 借 料 353 ＪＲ配水管埋設用地借上料 21

湯之島高区配水池用地借上料 75
上野配水池排水槽用地借上料 7
大洞配水池用地借上料 56
土地建物借上料（簡易水道） 194

計 353
修 繕 費 7,681 量水器修理（振替） 1,504

その他貯蔵品修理（振替） 300
その他修繕 500
修繕費（簡易水道） 5,377

計 7,681
補 償 金 10 配水施設関係補償金等 10
保 険 料 306 水道施設賠償責任保険料 98

配水施設災害共済掛金保険料 150
保険料（簡易水道） 58

計 306
雑 費 10 雑費 10

（　　　）内は仮払消費税
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支　　　　出

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

３．総      係      費 163,663 42,540 121,123 給 料 37,924 職員4名分 15,971
( 6,924) ( 497 ) ( 6,427) 職員５名分 21,953

計 37,924
職 員 手 当 等 18,124 扶養手当 558

通勤手当 461
管理職手当 816
期末手当 2,590
勤勉手当 2,006
児童手当 300
時間外勤務手当 1,000
扶養手当（簡易水道） 1,014
通勤手当（簡易水道） 707
管理職手当（簡易水道） 567
期末手当（簡易水道） 3,667
勤勉手当（簡易水道） 2,718
児童手当（簡易水道） 720
時間外勤務手当（簡易水道） 1,000

計 18,124
賞 与 引 当 金 繰 入 額 6,331 賞与引当金繰入額 2,216

法定福利費引当金繰入額 429
賞与引当金繰入額（簡易水道） 3,086
法定福利費引当金繰入額（簡易水道） 600
　 計 6,331

法 定 福 利 費 11,299 共済組合職員事務費負担金 49
職員公務災害補償基金 47
共済職員追加費用負担金 360
共済組合職員恩給条例 3
共済組合職員普通経理負担金 4,189
職員公務災害補償基金（簡易水道） 67
共済経理負担金（簡易水道） 6,027
共済事務費負担金（簡易水道） 61
共済追加費用（簡易水道） 492
共済恩給条例に基づくもの（簡易水道） 4
　 計 11,299

（　　　）内は仮払消費税
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支　　　　出

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

旅 費 532 普通旅費・研修旅費 422
費用弁償 7
普通旅費（簡易水道） 90
費用弁償（簡易水道） 13

計 532
報 償 費 10 謝礼等 10
報 酬 216 上下水道運営委員報酬 72

上下水道運営委員報酬（簡易水道） 144
計 216

備 消 耗 品 費 948 備消耗品費 576
備消耗品費（簡易水道） 372

計 948
燃 料 費 1,207 自動車燃料費 584

自動車燃料費（簡易水道） 623
計 1,207

印 刷 製 本 費 77 伝票類印刷代外 33
伝票類印刷代外（簡易水道） 44

計 77
通 信 運 搬 費 1,453 切手外 21

電話料金 80
郵便料 382
光回線使用料 275
携帯電話代（簡易水道） 60
電話料金（簡易水道） 106
郵便料（簡易水道） 162
光回線使用料（簡易水道） 367

計 1,453

（　　　）内は仮払消費税
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支　　　　出

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

委 託 料 72,741 水道工事指定店休日当番店委託料 197
水道料金システム保守委託料 513
会計システム保守委託料 121
水道料金システム修正委託料 251
起債管理システム保守委託料 9
積算システム保守管理委託 230
コンビニ収納委託料 59
警備・・防犯業務委託料 71
包括業務委託料 26,431
保守点検委託料（簡易水道） 1,184
その他委託料（簡易水道） 43,675

計 72,741
手 数 料 1,695 水道料金振替手数料 264

コンビニ収納振替手数料 119
その他 75
手数料（簡易水道） 1,237

計 1,695
賃 借 料 2,981 会計システムリース料 271

水道料金計算システム機器賃借料 601
水道料金計算システム機器賃借料（検針器） 445
会計システムリース料（簡易水道） 271
水道料金計算システム機器賃借料（簡易水道） 801
水道料金計算システム機器賃借料（検針器）（簡易水道） 592

計 2,981
修 繕 費 600 車両修繕外 260

修繕費（簡易水道） 340
計 600

研 修 費 50 職員研修費 50
食 糧 費 20 会議等賄費 20

（　　　）内は仮払消費税
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支　　　　出

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

負 担 金 7,186 日本水道協会会費 190
企業出納員負担金 350
退職手当組合負担金 2,396
研修時負担金 345
岐阜県簡易水道協会負担金（簡易水道） 82
企業出納員負担金（簡易水道） 450
退職手当組合負担金（簡易水道） 3,293
会議・研修等負担金（簡易水道） 80

計 7,186
保 険 料 187 自動車保険料・検針員損害保険料 45

保険料（簡易水道） 142
計 187

公 課 費 42 自動車重量税（簡易水道） 42
貸倒引当 金 繰入 30 貸倒引当金繰入 30

計 30
雑 費 10 雑費 10

４．減  価  償  却  費 594,852 148,079 446,773 有 形 固 定 資 産 594,851 建物 10,060
減 価 償 却 費 構築物 57,836

機械及び装置 78,034
工具器具及び備品 136
建物（簡易水道） 635
構築物（簡易水道） 361,115
機械及び装置（簡易水道） 87,035

計 594,851
無 形 固 定 資 産 1 その他無形固定資産減価償却費 1
減 価 償 却 費

５．資  産  減  耗  費 350 350 0 固定資産除 却 費 150 固定資産除却費 150
棚卸資産 減 耗費 200 棚卸資産減耗費 200

（　　　）内は仮払消費税
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支　　　　出

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

２．営　業　外　費　用 91,446 26,541 64,905
(  0) ( 0 ) ( 0)

１．支   払   利   息 72,049 14,665 57,384 企 業 債 利 息 71,565 水道事業債償還利息 13,841
簡易水道事業債償還利息 57,724

計 71,565
一時借入 金 利息 484 一時借入金利息 264

一時借入金利息（簡易水道） 220
計 484

２．消       費       税 19,197 11,676 7,521 消 費 税 19,197 消費税 10,623
消費税（簡易水道） 8,574

計 19,197

３．雑　　　支　　　出 200 200 0 雑 支 出 200 雑支出 200
(  0) ( 0 ) ( 0)

３．特   別   損    失 3,629 0 3,629
( 267) ( 0 ) ( 253)

３．過年度損益修正損 200 0 200 過 年 度 損 益 修 正 損 200 過年度損益修正損（簡易水道） 200
( 14) ( 0 ) ( 267)

４．その他特別損失 3,429 0 3,429 賞 与 引 当 金 繰 入 額 3,429 前年度賞与引当金（期末）相当分（簡易水道） 1,647
( 253) ( 0 ) ( 253) 前年度賞与引当金（勤勉）相当分（簡易水道） 1,228

前年度法定福利費引当金相当額（簡易水道） 554
計 3,429

４．予      備      費 15,400 400 15,000
１．予      備      費 15,400 400 15,000 15,400 予備費 400

予備費（簡易水道） 15,000
計 15,400

（　　　）内は仮払消費税
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収　　　　入

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

1． 資 本 的 収 入 193,181 5,062 188,119
( 119) ( 12 ) ( 107)

１．企　　　業　　　債 31,800 0 31,800
( 0 ) ( 0 ) ( 0)

１．企　　　業　　　債 31,800 0 31,800 企 業 債 31,800 企業債（簡易水道） 31,800
( 0 ) ( 0 ) ( 0)

160,085 5,062 155,023

( 23) ( 12 ) ( 11)

１．負　　　担　　　金 160,085 5,062 155,023 負 担 金 160,085 給水申込金 313

( 23) ( 12 ) ( 11) 幸田地内配水管支障移転補償 5,390

一般会計負担金・基準内（簡易水道）　　

公債費元金償還分 154,382
計 160,085

5.分　　　担　　　金 1,296 0 1,296
( 96) ( 0 ) ( 96)

１．分　　　担　　　金 ( 1,296 ) ( 0 ) ( 1,296 ) 分 担 金 1,296 加入分担金（簡易水道） 1,080
( 96) ( 0 ) ( 96) 加入分担金（小規模水道） 216

計 1,296

2．負　　　担　　　金

資本的収入及び支出

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

（　　　）内は仮払消費税
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支　　　　出

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

1． 資 本 的 支 出 594,601 35,858 558,743

( 22,230) ( 611 ) ( 21,619)

１． 建 設 改 良 費 256,363 8,415 247,948

( 22,230) ( 611 ) ( 21,619)
1．改　　　良　　　費 255,089 8,115 246,974 工 事 請 負 費 185,807 一般改良工事費 1,650

( 22,129) ( 600 ) ( 21,529) 配水管改良工事 7,252
施設整備工事（簡易水道） 167,256
施設整備工事（小規模水道） 9,649

計 185,807
委 託 料 69,282 委託料 9,240

委託料（簡易水道） 60,042
計 69,282

2. 固定資産購入費 1,274 300 974 量 水 器 新 設 費 150 量水器新設費 150
( 101) ( 11 ) ( 90) 資 材 購 入 費 150 資材購入費 150

機械器具購入費 974 工具器具及び備品購入費（簡易水道） 974
2. 企業債償還金 337,844 27,443 310,401

1. 企業債償還金 337,844 27,443 310,401 企 業 債 償 還 金 337,844 水道事業債償還金 30,515
企業債償還金（簡易水道） 307,329

計 337,844
3. 基金積立金 394 0 394

1. 基金積立金 394 394 基 金 積 立 金 394 基金積立金（簡易水道） 394
計 394

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

（　　　）内は仮払消費税
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（単位：千円）

損益勘定
留保資金

平成32年度
373,824 － － ～ 373,824 － － 373,824

平成33年度

平成32年度
12,540 － － ～ 12,540 － － 12,540

平成34年度

県支出金 地 方 債

積算システム保守管理業務

水道施設運転管理等業務

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事 項 限度額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左　　の　　財　　源　　内　　訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額

期 間 金 額 期 間 金 額
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（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額 元金償還見込額

889,002 861,560 0 30,515 831,045 13,841

3,630,055 3,507,893 31,800 307,329 3,232,364 57,724

当 該 年 度 末 （参             考）

現 在 高

簡 易 水 道 事 業 債

現在高見込額 現在高見込額 当 該年度利子見込額

上 水 道 事 業 債

地方債の前々年度末現在並びに前年度末及び当該年度末現在高見込調

区 分
前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込
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